
円安は止まるか！
政府が円安を止めるためのドル売り円買い介入を実施し

ました。その効果について様々な評価が聞こえてきます。
曰く、日米の金利差が大きいままでは、ドルを買って資産
運用した方が得なので、いくら日本政府が介入しても市場
にある大きな流れは変わらない。日銀が金利を上げない限
り何も変わらない。つまり、日銀の介入も空しく物価も輸
入品の価格を中心に上がり続けるという見方です。

為替レートは金利差だけで決まる訳ではない
確かに一つの見解でしょう。しかし、過去にはドルの金

利の方が円より高かった時代もあり、それでも円高は進み
ました。金利差だけで為替レートが決まるものでもありま
せん。そもそも米国の金利が日本より高いのは、米国の物
価上昇率が日本より高いためです。米国の物価を押し上げ

た主因には人
件費の高騰が
あります。日
本でも資源を
はじめとする
輸入品の価格
の上昇にとも
なって物価が
上り始めてい
ます。

今こそ、所得を増やそう！
逆説的に言えば、日本で人件費が上がれば、それが価格

に転嫁され、アメリカのように金利を上げる余地が生れま
す。そうなれば日米の金利差を埋めることも可能でしょう。
では、人件費を上げるためにはどうすれば良いのでしょ

う？ 必要なのは労働市場の流動性を高める改革です。日
本にも、一部の業種には深刻な人手不足があります。結果
として、そうした業種では、正社員より非正規の社員の人
件費が高くなるという珍しい現象も見られます。

所得を増やす政策
こうした人件費の上昇が、なぜ日本全体に及んでいかな
いのか。一つには正社員の解雇に厳しい規制が設けられて
いることがあげられます。また医療・介護の世界を中心に
市場価格ではなく、公定価格で人件費を決める業種があり
ます。そこで働く人々の割合が高いことも、人件費に変化
が表れない原因の一つです。
日本においても、給料が上がるという『良い物価上昇』
が実現されなければなりません。そのためには、一に「労
働市場の改革」。二に「介護等の公定価格の労働への需給
のバランスの導入」、そして三に「最低賃金の大幅な引き
上げ」といった改革が必要です。
日本に必要な処方箋として、早急にこの改革に取り組ん
でいこうと思います。

日本の抱える課題解決に向けて  その1今月の提言
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▢ 特別賛助会員
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特別賛助会員募集・
ポスター掲示

2022年あさお慶一郎をご支援ください
「あさお慶一郎君を応援する会」では浅尾慶一郎の政治活動を支援する一助として

「特別賛助会員」（5,000円/年）※の募集を行っております。ご入会された方には、大
船在住の小中原研さんがデザインを手掛けた、今年の干支である寅（とら）の「オリジ
ナルピンバッジ」をお送りさせていただきます。

※後援会組織「あさお会」は無料、年会費はありません。

暑かった夏が過ぎ『勉学の秋』が到来。この夏、中学生の皆さんから多くのインタビューを受ける
機会に恵まれました。若い方ならではの率直な質問を集めました。その一部をご紹介いたします。

中学生の皆さんからの質問今月のQ&A

　30年前スタンフォード大学にいた頃、
日本は経済的に成功していた一方で、ア
メリカは勢いを無くしていました。ですが、

暮らしの満足度はアメリカの方が高いと感じていました。
それは日本の制度はいろいろな面でおかしなところがある
のが原因ではないか？ と思ったのです。日本の仕組みを
自身で変えて誰もが「チャレンジできる国づくりを！」と思
い政治家を目指しました。
　国会議員は普段「何をしてるんだろう…」そう思わ
れてしまうのかもしれませんね。実際は、答弁のため

にたくさんの資料を読み込
むなどの準備や、現地に足
を運んで国民の声を聞くな
ど国会が閉会中も地道に取
り組む重要な仕事がたくさ
んあるのです。

Ａ

政治家に対して良いイメージがありません。
浅尾さんはどうして政治家になろうと思っ
たのですか？　また、政治家は国会が無
い時は何をしているのですか？

Ｑ

　30年間経済成長しなかった日本には
『人への投資』が解決のひとつとなります。
誰もが「失敗を恐れずに新しいものや価

値を生み出せる国」であることが必要です。スマホを創り
出したアメリカの企業は今、世界トップレベルです。
　私は長年『人工光合成』技術に関わっています。世界
的にこの開発は日本がリードしています。近い将来、環境
に優しいエネルギーの『産出国』となるのも夢ではありま
せん。新しい技術やモノで経済に活気を取り戻す仕組み
づくりが急務です。

Ａ

「経済のあさお」といって選挙に臨んでい
ました。日本の経済に対して何を考え、何
が必要だと思いますか？

Ｑ

　ウクライナ侵略をみて分かるように、自
国のことは自国で守れる設備が必要です。
　しかし、やみくもに防衛予算を増やして

いては予算を圧迫してしまうのも事実です。
　その点でもまずは大胆な景気対策が必要です。中国は
防衛費が20年で10倍超になったというデータがありま
す。一方、GDPも10倍超に成長しています。国家の予
算に対する防衛費の割合が大きく変わった訳ではありま
せん。
　日本も国を守るための防衛費を増やすには、経済成長
が伴ってこそと言えます。

Ａ

防衛費を増やすか増やさないかという議
論があります。国の予算に余裕が無い中で
防衛費を増やす必要はあるのでしょうか？

Ｑ

詳しくは浅尾慶一郎事務所まで 0467-47-5682
asao.net のご意見・お問い合せフォームへ自民党員募集中!!


